
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】
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とができるように支援する。

直　営

公共事業 施設維持管理

直営（一部民間委託） 民間委託(全部)

（単位：千円）

予 算 費 目

運 営 方 法

市民サービス

介護保険法

自治事務

事 業 期 間

事 務 区 分

328 329

1,266

作成者

法定受託事務

相談業務、ケアマネジメント、認定調査。

件

件

53

担 当 課 係 名 角館在宅介護支援センター

新規／継続の区分

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 高齢者福祉と介護保険事業の充実

介護サービスの確保

平成

施策の大綱

社会福祉費

すべての生命を慈しむ健康福祉のまち

在宅介護支援センター費

総合計画の
ページ

内部管理

主要施策

補　助

民生費

補助金

事 務 事 業 評 価 シ ー ト
評価対象年度 平成 19 年度

事 務 事 業 名 居宅介護支援事業費（角館）

木元　久美子

1,627

1,627

一般

8,071

23,151

21,524

737

18,287

786

4.0

7,853

26,072

4.0

25,286

786

18年度実績 19年度実績 　年度実績

9

19年度決算額 　年度決算額18年度決算額

項　　　　　目 単位

1,506

92

8

91



【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

判 定 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ ケアプラン作成など、民間事業所のサービス供給が不十分なため、引き続き市民のニーズに
応え事業を実施していくことが必要である。

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ａ
Ａ 現状のまま継続（実施）

市民のニーズに合わせ、円滑に機能してい
る。
必要性が認められる。

Ｂ 見直しの上で継続（実施）

Ｃ 大幅な見直しの上で継続（実施）

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

民間事業所で対応しきれないような困難事例に対し、行政の関連機関の協力を得ながら対応する必要がある。
包括支援センター、福祉事務所、医療、保健など各機関の連携を図っていく。

要介護状態となった高齢者に適切な介護保険サービスを提供することにより在宅生活を継続し家族と共に明るく
健やかな生活を営むことができるよう支援している

国・県・他自治体の動向

意

独居、高齢者世帯、虐待、生活困窮者などの困難ケースへの取り組みが増え
ている。

高齢化率は全国でも上位にあり、今後も上昇する見込み。要介護者、その家
族が安心して暮らせるよう、医療保険福祉ネットワークの整備が必要。
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